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両大戦問期大都市の都市計画財源
一東京市の土地・家屋税と府税委譲問題一
坂 本 忠 次
はじめに
　筆者は，前稿までにおいて，戦前期とりわけ第1次大戦前後から両大戦間
期に至る6大都市の都市化と財政収支の状況を主として数量的側面を中心に
みてきたのであった。（1）本稿では，これをさらに行財政の質的・制度的特質
ととくに都市計画財源の調達における市税の特質とその改革をめぐる2，3
の問題点について両大戦間期の東京市（及び大阪市）を例に述べてみたい。
両大戦問期当時の大都市の行財政に対する国・府からの数々の制約構造につ
いては，大正期に東京市を訪れたチャールズ・A・ビーアドが適確に指摘し
たことは周知のところである。（2）付加税制度が中心をなした当時の都市の市
税構成，そこにおける付加税のあり方，土地課税と家屋税，雑種税，都市計
画特別税の特徴，とくに東京市における府市（区）間の財政調整問題をなす
（1）拙稿「第1次大戦前後の地域経済と地方行財政の変貌」1，ll，『岡山大学経済学会雑
　誌』第16巻第4号，同第17巻第2号，1985年。
（2）チャールズ・A・ビーアド『東京市政論』，東京市政調査会，1923年。及びrビーアド
　博土の東京市政に関する意見概要』，同上編，1923年，参照。ビーアド博士は同上書の中
　で，当時の東京市の課税実態の特徴について，第1に，東京市には一般的な独立の課税
　権がなく付加税に頼らねばならないこと，第2に，独立市税としての特別税など自主課
　税分は税額全体の10％台だったこと，第3に，欧米における不動産課税とくにアメリカ
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税源委譲問題などを中心に，当時の大都市税源の地主・ブルジョアジー優遇
ともいえる特質の一面にふれてみたいと思う。なお，東京市・大阪市など大
都市財政のケースにつづいて地方都市岡山市財政の例なども次稿にてみてゆ
く計画である。
1　東京市財政に占める市税構成の推移と特徴
　戦前の都市財政の財源をめぐっては，ビーアドの指摘をまつまでもなく，
第1に，国からの付加税制度による税源の制約構造とそのもとでの制限外課
税，第2に，府県税付加税としての都市の土地課税，家屋税（又は戸数割），
雑種税等の課税実態にみる特徴，第3に，都市計画特別税等自主課税の比重
の相対的な小ささ，第4に，租税に比べた市債依存の大きさ（とくに大都市
財政に限り地方外債の起債が明治末期までと大震災以降みられた），第5回目
都市の特別経済の発達にともなう市営電車その他都市公営企業からの料金収
入への依存の大きさなどを指摘できよう。このうち，第1，第4，第5の論
点については別の機会にふれたので，本稿では主として第2，第3と，大正
期から昭和初期にかけて東京市と東京府間の財政調整問題として浮上した府
税諸車税の市委譲をめぐる問題点などを中心に検討を加えわが国両大戦間期
の大都市税制の特質に迫ってゆきたいと思う。
　まず，大正期の東京市財政歳出の特徴的な点を述べておくと，第1に，普
通経済に対して特別経済としての公営企業経済の相対的な大きさ，第2に大
都市財政需要の中心をなす土木費の比重の大きさ（つづく教育費，衛生費
の伝統的な地方税である財産税（pr。perty　tax）や不動産課税（taxes　on　immovable
property）に対比して，東京市の土地から入る租税収入は，市税収入の20分の！に過ぎ
ず，都市地主（資産家）軽課となっていること，第4に東京市民1人当り税額（1921年
度）をアメリカの三大都布，例えばニューヨーク市民の1人当りの市税収入と比較する
と約10分の1にとどまっている点などを指摘している。同上書90ページ以下参照。
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等），第3に市債費の拡大（震災時の地方外債発行を含む）などをあげること
ができる。とくに，電気事業費，水道事業費など特別経済の大きさは，明治
後期以降の東：京市の都市公営事業会計の比重とその都市形成に果たす一定の
役割をも示していたといえるだろう。（3）（歳出表は前稿にあり省略。表！から
公営企業経済の大きさを参照。）一方これに対して市の歳入構成の特徴とな
る点をみると，第1に市税が3割台を占め，第2に雑収入及びその他収入，
前年度繰越金等が10％台を占める。第3に繰入金収入が1912～1915年度まで
20％台を占め以後10％台から漸次構成比を減じている。第4に，国庫補助金
の構成比はきわめて小さく，大正中期から国庫下渡金（1918年度以降）が見
られ出している。およそ以上の特徴点をあげることができる。（表2参照）
　　　　　　　　　　表1　東京市歳入額構成比推移（決算）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
普通経済 公営企業経済 その他経済 総 計区　分 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比
? ? ? ?
大正1年度 4，378 11．5 30，73480．8 2，913 7．7 38，025100．0
2 4，345 23．0 12，55866．4 1，997 10．6 18，901100．0
3 4，272 17．3 18，50974．8 1，9627．9 24，744100．0
4 4，015 16．2 18，64475．3 2，107 8．5 24，766100．0
5 4，682 14．6 25，71180．2 1，6815．2 32，074100．0
6 5，799 19．9 19，29466．0 4，122 14．1 29，215100．0
7 7，955 23．0 21，40861．9 5，199 15．1 34，562100．0
8 12，231 24．629，89360．1 7，617 15．3 49，741 100．0
9 19，41728．3 43，24962．9 6，039 8．8 68，705100．0
10 26，581 29．3 59，20365．3 4，910 5．4 90，694100．0
11 47，59634．3 89，58664．6 1，438 1．1 138，617100．0
　注）出典『東京市統計年表』による。
　これをさらに市税の中身についてより立ち入ってみよう。表3は，東京市
市税の各税目別の推移を大正期についてみたものであり，表4は，その構成
（3）東京市など大都市財政の形成については，持田信樹「日本における近代的都市都市財
　政の成立」『社会科学研究』（東京大学）第36巻第3，6号，1984年9月，1985年3月，
　が一つの見方を示しているが，なお都市課税権との関係の検討が必要と思われる。
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表2　東京市歳入構成比の推移
（単位：％）
年　度 1912 19131914 1915 19161917 1918 1919 1920 1921 1922
区　分 （大正1） （〃2） （〃3） （〃4） （〃5）（〃　6） （〃7） （〃8） （〃9）（〃10） （〃11）
市　　　　税 38．7 34．1 32．0 30．7 32．2 35．1 32．0 31．040．5 44．2 39．1
財　産　収　入 2．8 3．3 4．2 4．8 5．2 4．0 3．3 2．3 2．2 1．9 2．1
使用料手数料 3．1 5．3 5．4 6．0 6．2 5．0 3．8 2．8 2．3 2．0 1．6
財産売払代 一 1．3 0．5 1．3 1．5 0．6 1．1 4．7 12．1 6．6 2．9
雑　収　入　及
ｻの他収入 13．4 9．0 11．0 12．4 13．7 16．3 18．116．0 16．2 15．4 10．8
前年度繰越金 8．4 14．2 10．3 6．5 8．7 13．6 18．5 18．5 10．012．6 17．0
国庫下渡金 一 一 一 一 一 一 2．0 1．3 1．3 0．7 0．4
国税微温交付金 4．5 4．4 5．0 5．2 1．8
5．3 4．6 4．2 5．0 3．4 2．4
府税徴収交付金 2．1 0．8 0．3 0．4 0．1
国庫補助金 一 0．5 0．4 0．4 L7 0．3 0．7 0．4 0．7 0．4 1．6
府　補　助　金 一 1．0 0．9 2．8 0．9 0．7 0．9 0．4 0．4 0．4 0．2
寄　　附　　金 1．0 0．5 0．5 0．3 0．2 0．4 LO 0．1 0．2 0．5 0．7
繰　　入　　金 26．0 16．4 20．4 21．0 13．8 9．8 7．1 6．3 4．1 3．7 2．9
市　　　　債 一 一 一 一 一 一 ｝ 5．7 1．2 一 10．4
報　　償　　金 一 7．1 6．8 7．5 8．0 7．0 6．2 4．2 4．0 2．1 3．1
納　　付　　金 一 2．2 2．3 0．6 2．6 1．9 0．7 0．7 1．4 2．6 2．0
合　　　計 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0 100．0
同　指　数 100．0 94．9 93．9 84．5 93．4 120．5174．1 264．1367．4 50L7 903．5
注）出典r東京市統計年表』による。r東京都財政史』中巻より抜粋し数字の整合をはかった。
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比の推移についてみたものである。まず，当時の東京市税は，（1）国税及び府
税の付加税，（2）市の独立税としての特別税，（3）国税及び府税の付加税として
の都市計画特別税の3つからなっていた。
　国税及び府税の付加税
　まず，国税付加税には，地租付加税，国税営業税付加税，所得税付加税，
鉱業税付加税，売薬営業税付加税，取引所営業税付加税などがあった。付加
税の中で最も税収の停滞的なのは地租付加税である。明治末の1911（明治
44）年度まで地租割として課税されていた同税は大正期に入って廃止され，
市区改正特別税の地租割のみが残され1920（大正9）年度に至って再び採用
された。この税は東京市内に土地を所有しかつ地租を納める者に対し，宅地
とその他の土地に分け，税率を異にして課税するものであった。しかし，税
収入全体に対する構成比は，1920年度の5．4％で，それ以下の水準にとどま
る場合が多くなっている。税収の弾力性を欠くところがら，特に地価高騰の
著しい都市および近郊市町村を中心にこの制度を改めて段別割にすべきであ
るという要望も出ていたのである。（4）また，地租付加税をめぐるいくつかの
改正案（土地増価税，閑地税（5）など）も提案されたが，大土地所有者の反対が
強く結局実現しなかった。
　営業税付加税は，東京市内において営業を営み，国税としての営業税を納
める者に対して一定賦課率で納税させるものであった。1882（明治15）年，
それまで課税客体が会社，卸売商，仲買商，小売商，雑商だったものを商
業，工業に整理し，年額15円以内に制限されていたものを課税の不均衡を生
ずるなどを理由に廃止した。付加税率が激しく変化し，大正期には上昇して
いる。
（4）前掲r東京都財政史』中巻，103ページには，地租が税収の弾力性を欠いた点を指摘し
　ている。
（5）庭園税や空地税などが含まれる。
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表3　東京市市税各税目別の推移
（単位1，000円）
1912
i大正元）
1913
i〃　2）
1914
i〃　3）
1915
i’パ4）
1916
i〃　5．）
1917
i”　6）
1918
i〃　7）
付　　　加　　　税
地　租　付　加　税 一 一 一 一 一 ｝ 一
営業税付加税 647 482 449 301 325 379 482
所得税付加税 563 465 404 441 5251，125 1，672
鉱業税付加税 ｝ 0 0 0 o o 0
売薬営業税付加税 1 1 1 1 1 1 1
取引所営業税付加税 一 一 一 35 53 54 51
家屋税付加税 497 230 218 158 162 162 147
府県営業税付加税 46 54 55 72 72 90 256
雑種税付加税 328 251 358 472 514 601 583
小　　　　計 2，082 1，583 1，522 1，480 1，652 2，414．3，198
特　　　別　　　税
不動産取得税 362 405 286 249 329 385 494
戸　　　別　　　割 一 一 2 4 4 5 6
特　別　消　費　税 一 一 一 一 一 一 一
取　　引　所　　税 48 54 48 廃止① 一 一 一
船　　　車　　　税 142 152 156 廃止② 一 一 一
小　　　　計 552 610 493 253333 389 499
都市計画特別税
地　　　租　　　割 289 222 227 225 209 209 210
国　税　営　業　税 462 424 474 366 395 493 627
府税営業税付加税 一 一 一 一 一 一 　
雑種税付加税 一 一 一 　 一 一 一
小　　　　計 751 646 701 591 604 702 836
合　　　　計 3β86 2，840 2，7162，324 2，5883，505 4，528
注）！　出典は東京市政調査会r東京市財政統計諸表』1927年。
　　2　①は取引所営業税付加税に変形。②は雑種税付加税に編入。③は付加税に併算。
　　　④は原表では21，456だが明らかに間違いである。
　　3　1923年度の減少は関東大震災による減免税の結果である。
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（ ??1919@　　8） （
1920
V　9） （〃
1921
@　　10）
（1922
V11）
（
”
1923
@　　12）
（1924
V13）
（ ?
1925
@　　14）
（1926
h15）
伸　び
P920／1912
?
　 655 6551，012 610 303 5211，079 一
785 3，968
??525
???，
3，900 5，785
??680 6，683 10．3
??124 1，256
??754 3，965 805 3，211
??446 3，656 6．5
1 1 0 0 0 0 o 0 一
1 2 2 2 1 　 一 一 　
111 83 87 73 53 56 52 102 一
『 　 一 3，089 1，831
???， ??332 1，913 3．8
436 798
???，
L226 568 989
???，
L262 27．4
964 1，713 2β51 3，016
??125 3，162
???，
2，760 8．4
4，423 8，47511979　　， 20383　　， 9，393 15175　　， 14，823 17，456
1，009 9D7
???，
1，308 827 850 500 778 2．1
6 13 13 13 9 9 9 11 一
一 736 1，850 2，134 821 L613 1，740
????
3．8
一 一 ｝ 一 一 一 　 一 一
一 一 一 一 一 ｝ 　 一 一
???? ????
3，002
????
1，657 2，023 2，249 2，0913．8
210 292 292 一 　 一 一 一 一
785
???，
1，707 ｝ 一 一 一 一 一
一 一 315 一③ 一③ 一③ 一③ 一③ 一
一 　 672 『 一 　 一 一 一
994 2，021
??986 一 一 　 一 一 一
???，
12，15217，968④ 23，83811，050 17，20717，072 19，547 5．8
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表4　東京市市税各税目別構成比の推移
（単位％）
1912
i大正元）
1913
i〃　2）
1914
iF’3）
1915
i”　4）
1916
i”　5）
1917
i〃　6）
1918
i〃　7）
付　　　加　　　税
地　租　付　加　税 一 一 一 一 一 一 一
国税営業税付加税 噛19．1 17．0 16．5 13．0 12．6 10．810．6
所得税付’加税 16．6 16．4 14．9 19．020．3 32．1 36．9
鉱業税付加税 ｝ 0 0 0 0 0 0
売薬営業税付加税 0．03 0．04 0．040．04 0．04 0．03 0．02
取引所営業税付加税 一 一 ｝ 1．5 2．0 1．5 1．1
家屋税付加税 14．7 8．1 8．0 6．8 6．3 4．6 3．2
府県営業税付加税 1．4 1．6 2．0 3．1 2．8 2．6 5．7
雑種税付加税 9．7 8．8 13．2 20．3 19．91了．1 12．8
小　　　　計 61．5 55．7 56．0 63．7 63．8 68．9 70．6
特　　　別　　　税
不動産取得税 10．7 14．3 10．5 10．7 12．7lLO 10．9
戸　　　別　　　割 一 一 0．07 0．2 0．2 0．1 0．1
特　劉　消　費　税 一 『 　 『 一 一 一
且　引　所　税 1．4 L9 1．8 一 一 一 一
坐　　　車　　　税 4．2 5．4 5．7 一 一 『 一
小　　　　計 16．3 21．5 18．2 10．9 12．9 11．1 11．0
都市計画特別税
地　　　租　　　割 8．5 7．8 8．4 9．7 8．1 6．0 4．6
国　税　営　業　税 13．6 14．9 17．5 15．7 15．3 14．1 13．8
府税営業税付加税 　 一 ｝ 一 一 一 一
雑種税付加税 一 一 一 一 一 一 一
小　　　　計 22．2 22．7 14．8 25．4 23．3 20．0 18．5
合　　　　計 100 100 100 100 100 100 100
注）出典は表4に同じ。
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（1919
V 8）
（
”
1920
@　　9）
（1921
V 10）
（
”
1922
@　　11） （〃
1923
@　　12）
（ ?
1924
@　　13）
（1925
V14）
（1926
V15）
｝ 5．4 3．6 4．2 5．5 L8 3．1 5．5
12．2 32．7 25．2 33．6 35．3 33．69．1 34．2
33．0 10．3 15．3 16．6 7．3 18．7 14．3 18．7
0．01 0．01 o 0 0 0 0 　
0．01 0．02 0．010．01 0．01 　 一 ㎜
1．7 0．7 0．5 0．3 0．5 0．3 0．3 0．5
一 一 一 13．0 16．6 9．7 7．8 9．8
6．8 6．6 6．1 5．1 5．1 5．7 6．0 6．5
15．0 14．1 15．9 12．7 19．2 18．4 16．3 14．1
68．8 69．7 15．985．5 85．0 88．2 86．889．3
15．7 7．5 6．3 5．5 7．5 4．9 2．9 4．0
0．1 0．1 0．07 O．05 0．08 0．05 0．05
一 6．1 10．3 9．0 7．4 9．4 10．2 0．06
一 ｝ 一 一 『 一 一 一
｝ ｝ 『 皿 一 一 『 一
15．8 13．6 16．714．5 15．0 11．7 13．2 10．7
3．3 2．4 1．6 一 一 　 一 　
12．2 14．2 9．5 一 一 一 一 　
　 一 1．8 一 一 一 一 一
一 一 3．7 一 　 一 一 一
15．5 16．6 16．6 一 　 一 一 一
100 100 100100 100 100 100 100
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　東京市の営業税付加税の税収額を大正期についてみると前掲表4で明らか
な通り，1916年度頃まで減少している。税率の低下と第1次大戦前の慢性不
況が原因しているとみられる。第1次大戦による好景気の中で営業収益が増
加し，また付加税率も高まることによってとくに1920年度以降急激に税収が
増加した。税収の構i成比も10％台からいっきょに30％台に達した。大正期14
年間の名目の税収額の伸び率は！0．3倍にも達したのである。
　所得税付加税は，東京市内において所得税を納める者又は所得を生ずる営
業もしくは土地家屋物件を所有するものに対し，所得税を課税標準として課
税される付加税である。当初の市税構成比10％台から1917～1919年度の30％
台に飛躍的に拡大し，1920年代には，10％台となった。第1次大戦中の経済
の飛躍的発展と所得の大都市への集中，税率構造の累進制などが影響したも
のとみられる。14年問の高目の伸びは6．5倍である。しかし，1923（大正ユ2）
年度の大震災時の所得税（さらには営業税）付加税の落ちこみなど変動要因
もみとめられる。
　国税付加税には，ほかに，取引所営業税付加税（1915年度新設），売薬営業
税付加税，鉱業税付加税などがあるが，いずれも税収額は小さい。
　府税付加税は，府税である家屋税，府県営業税，雑種税に課税されるもの
の三種類である。税収は相対的に高い。家屋税付加税は，東京市内に家屋を
所有し，府税の家屋税を納める者に課税された。都市では戸数割に代えて課
税される。大正期に税率が低下し19！8（大正7）年度に廃止されるが，
1922（大正11）年度からこれが復活されいっきょに2倍以上の付加税率と
なった。家屋税は課税標準を賃貸価格に置いており，家屋所有者から徴収す
るが，家賃に転嫁され家屋占有者たる借家人への負担に帰着した。大正デモ
クラシー下の借家人の運動は家屋税の転嫁を原因としていたことはいうまで
もなかろう。
　府税営業税付加税は，国税付加税を課せられないで市内で営業を営みなが
ら，府営業税を課されている老に対して，府営業税を課税標準として課税さ
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れる税である。この税は，大正後半期にある程度増加した。しかし，零細経
営を対象とするものが多いせいか，第1次大戦中及び以後それ程伸びてはい
ない。
　府税雑種税付加税は，市内において府税雑種税を納める者に賦課される税
で，税収額はかなり大きく，問題点も多い。税収の比重では10～20％で推移
しており，広い税種目で大衆課税となっている。
　いま，ちなみに，1926年度の東京府市部営業税本税の課税物件，課税標
準，課税率をみたものが表5である。みられる通り，商業税と工業税に整理
されている。商業税は，第1類，第2類，第3類の3つに分けられており，
ほかに工業税があった。商業税は，区部の下町にみられる如く，その第1類
は零細多種目に及んでいた。とくに芸妓二業の税がかなりの比重をみたこと
が注目される。第3類の芸妓三業は，1等地と2等地の2つに分けられ，1
等地は，新橋煉瓦地，新橋南地，柳橋，葭町，日本橋，新吉原仲之町，赤
坂，下谷，同朋町，浅草公園，新富町などであり，芸妓1人に付目税金6円
80銭，小芸妓1人につき同金3円40銭となっている。2等地は，1等地以外
の地域であるが，ここでも，芸妓1人につき税金5円30銭，小芸妓1人につ
き同金2円70銭となっており，かなりの徴収額となったのである。
　雑種税は，さらに零細多種目に及んだが，これは大都市の分業の実態を反
映するものであった。東京市では，料理屋，待合茶屋，遊船宿，芝居茶屋，
飲食店，湯屋，理髪人，遊芸師匠，遊芸稼人，相撲，俳優，二間，市場，興
行，遊技場，玉突台，船，車，二二，自転車，自動自転車，自動車，特殊自
動車，日本形船，西洋型船，狩猟，畜犬，観覧等に課税されている。首都東
京市ならではの税目も多い。（6＞
　なお，商業忌中木賃宿業，人事に関する周旋業紹介業，売薬行商，理髪人
八等，及び営業人力車税は社会政策的見地から大正末期の税制整理を通じて
廃止された。また課税の均衡を図るため運輸営業用貨物自動車税を軽減し，
玉突二三，遊芸師匠の税課率を変更し，科目の整理上臨時市場税及び屠畜税
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などを廃止している。
以上，いずれにしても，付加税の市税全体に占める比重は，大正初期から
中期まで，ほぼ60％台，1922年度以降80％台に達している。後述する都市計
画特別税の付加税分を含めるとさらに比重が大きくなる。
表5　東京市税営業税本税の課税物件，
　　　課税標準並びに課税率
（1926年度）
1　商
第1類
第2類第3類
1gte　／
2等地
1　工
　　　業
物品販売業（売薬行商をのぞく），銀行業，保険
｛
業，無尽業，金銭貸付業，物品貸付業，両替業，
運送業，運河業，桟橋業，船舶碇泊剛胆業，貨物
陸揚場業，倉庫業，鉄道業，請負業，旅人宿業，
下宿業，斡旋業，（人事斡旋をのぞく）代理業，
仲立業，問屋業，信託業
席　　貸　　業
芸　妓　屋　業
　新橋煉瓦地，新橋南地，柳橋，
　葭町，日本橋，薪吉原仲之町，
　赤坂，下谷，同朋町，浅草公
　園，新富町
　1等地以外の地域
業
　　建物賃貸価格年税　　　1000分の16
　　建物賃貸価格年税　　　1000分の23
芸妓1人に付
小芸妓1人に付
芸妓1人目加
印芸妓1人に付
月税金6円80銭
同　金3円40銭
同　金5円30銭
同　金2円70銭
年税　建物賃貸価格1000分の16
特　別　税
大正期の東京市の税制は付加税が中心なので，市が独立税を起す場合に
は，特に必要がある場合に限られ，税目は，国税や府県税の課税物件以外の
ものか，もしくは課税標準を異にするものでなくてはならなかった。また，
（6）雑種税を当時の大都市東京市と大阪市について比較してみると，大阪市の：方がより零
　細多種目に及んでいた。大阪市の1926年度予算の雑種税税目は，料理屋税，待合茶屋
　税，芝居茶屋税，飲食店税，湯屋税，理髪人税，遊芸師匠税，演技税（遊芸稼人税），相
　撲税，俳優税，幣間税，芸妓税，市場税，演劇税，興行税，遊覧所税，遊技場税，船
　税，車税，漁業税，自転車税，自動車税，日本形船税，西洋形船税，飼犬税，自動自転
　車税，代書業税，狩猟税割，遊興税，観覧税である。代書業税，遊興税などは東京市に
　みられない税である。
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付加税が広く課税されている場合独立税を課す範囲はいよいよ狭くならざる
を得なかったが，東京市の場合，すでに明治期の市区改正事業の財源とし
て，目的税の形をとった特別税があった。これには不動産取得税，戸別割，
特別消費税，船車税などがみられる。
　特別税として常時存置されていたのは不動産取得税で，これは，すでに明
治期からみられる税である。東京市内にある土地建物の所有権を取得したも
のに対し，当該物件の時価を課税標準として課税されることとなっていた。
第1次大戦終了までほぼ10％台，1919（大正8）年度急増している。他の特
別税として1920（大正9）年度以降特別消費税が独立税として設けられた。
これは，市内において芸妓娼妓幣間遊芸人その他これに類する者を招致して
金員を費した場合，消費額に課税する一種の遊興税であり10％内外で推移し
ている。その他の特別税戸別割，取引所税，船車税の比重は小さく，取引所
税及び船車税は1914（大正3）年度で廃止された。
　都市計画特別税
　都市計画特別税は，東京市区改正事業のための特別税で，都市計画の事業
規模が大きいためにかなりの重税が行われた。新規税源が乏しいために付加
税と同じ財源が用いられている。最も大きいのは国税営業税で全体の10％～
18％近くに達している。大正期前半で比重が高く，1921（大正10）年度まで
つづいている。地租割は前半で8％前後，後半比重を減じ2～3％台に下っ
た。また，1921年度府税営業税付加税，雑種税付加税がみられたが，1922年
度以降都市計画特別税はみられなくなっている。（7）
　この点をさらに，東京市の市税課率の変遷について検討してみよう。表6
はこれを示すものであるが，まず第1の特徴は，地租付加税の税率は抑えら
れており，比重も小さいが，大正後半期からは微増している。地租付加税
（7）『東京都財政史』中巻，工12ページ。
一89一
?』??市税課率の変遷表6
単位厘）（本税1円に対する率
1912 1913 1914 1915 1916 19171918 1919 19201921 1922 19231924 1925 1926
税　　目 （大正元） （〃2） （〃3）（”4） （〃　5） （〃6） （tt　7）（”8） （〃　9） （〃10） （〃11） （〃12）（〃13）（〃14） （”15）
280 280 308 308 341 341 341
劉稀 地租割i125） （96） （98） （97） （90） （90）（90） （90） （125）U60 （125）U60 （125）V26 （125）V26 （125）W05 （125）W05 （125）W05
（125） （125） （125） （125） （125） （125） （125）
140 100 91 79 79 77 77 100 395
前期@395470 470 610 610 610国税営業 （165）税付加税 営業割i100） （88） （96） （96） （96） （100） （100） （100） （170）後期@470（150） （150） （三50） （150） （150）（166）
所得税付加税 150 150 150 150150 150 150 150 156 156 156 156170 170 170
鉱業税付加税 一 100 100 100 100 100 100 100 100 100 10D 100 100 100 100
売薬営業ﾅ付加税 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 一 一 一取引所営業税
t　加　税 一 一 一 100 100 100 100 100 100 100 100 100100 100 100
家屋税付加税 960 240 220 200 200 200 170 一 一 一 2，300 2，0502，050i200）
2，050
i200）
2，050
i200）
府税営業税t　加　税 700 700
苧OO 670 670 670 670 900
前期@L100
繩冝
@1，400
1，400
i400）
1β50
i250）
1，150
i250）
1，250
i250）
L250
i250）
1，250
i250）
? ? ? ? ?
雑種税付加税 700 700 700不均率 不均率 不均率 不均率 不均率 　LlOO梶@2，400　L400梶@2，180
　1β50
梶@2，130
　1，150
梶@1．930　L250梶@2，030 1，250i250） 1，250i25D）
（400） （250） （250） （250）
特別税不動産
諱@得　税 LOOO1，000 LOOO 720 720 720 720 LOOO1，000 LOOO1，000 1，0001，000 LOOO1，000
特別税戸別割 一 一 200 300 300300 400 400 400 400 400 40050 500 500
8月迄 娼妓のみ特別税特ﾊ消費税 一 一 一 一 一 一 一 一
11月以降　　40 　　40
X月以降 65
招致　　40 45 45 45
55 その他50 55 55 55
注）出典は，東京市政調査会r東京市財政統計諸表』1926年12月による。
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は，1920（大正9）年度以前は区に属する市税であったが，付加税の統一を
図るため，同年度以降家屋税付加税のみを区に属する市税となし，地租付加
税はこれを市に移した。また，同年の国の付加税率の緩和政策を通じて，付
加税率は9銭から宅地28銭，その他66銭に上昇した。さらに1922（大正11）
年度以降宅地30銭8厘，その他72銭6厘へ，1924（大正13）年度以降宅地34
銭1厘，その他80銭5厘に上昇した。なお，表の（）内に示す通り地租付
加税については，1920年度以降都市計画特別税（課率本税1円につき12銭5
厘）が課せられたが1922年度以降みられていない。
　第2に，これに対して営業税関係が相対的には高くなっている。営業税関
連では，先にみた通り，国税営業税への付加税と府税営業税に対する付加税
分とがあるが，前者は，1920年度以降3倍～6倍に拡大した。また，営業割
は1921年度47銭となりその後は15銭で推移した。後者の府税営業税付加税
は，1920年度以降本税の1倍を超えるに至っている。
　第3に，大都市の家屋税は，府税付加税として重課されている。1922年度
2．3倍，1923年度以降2．05倍で推移している。ほかに都市計画特別税分が
0。2の率で課せられた。
　第4に，府税雑種税付加税も不均一に課税されたが，とくに1920年度以降
L1倍～2．4倍の範囲で課税された。ほかに都市計画特別税（0．25）も課され
ている。
　第5に，特別税の不動産取得税は，0．7倍～1倍程度で課せられた。ほかに
特別税戸別割が0．4～0．5，特別税特別消費税は，1920年度以降みとめられ
た。特別税戸別割は，その賦課を受けた建物所在地の区に交付し，教育費に
充てていた。しかし，1922年度において各区小学校教員給料及びこれにとも
なう三三並びに諸費を市経済に移したため，同年度より特別税戸別割の収入
金をその建物所在地の区に対し交付することを廃止し，また，従来区におい
てのみ賦課していた家屋税付加税を，市と区とにおいて賦課することとした
ものである。
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2　大都市財源としての土地・家屋税課税
　a　土地課税の諸局面
　両大戦間期の大都市の都市計画財源には，電気事業ほかの都市公営企業か
らの収入，地方債の起債（大都市外貨債を含む）があったが，これと比較し
て地方税のうち土地課税・家屋税などのいわぽ資産課税の比重の低さ一ア
メリカのproperty　taxなどに比較して一とその都市地主及び資産家（した
がって都市の資本家を含む）優遇の側面が指摘されており，以下にこの点を
みよう。
　まず，当時の大都市の税源となり得べきものとしての土地課税の諸局面と
しては，（1）収益税として設けられた地租（国税付加税または地租割），（2）流通
課税としての不動産取得税（道府県税付加税，大阪市では歩一税），（3）譲渡所
得課税としての土地増価税（特別税）などをめぐる問題がある。（8）
　地租付加税については，すでにみたところであるが，これを大都市の税源
としてみた場合必ずしも十分頃対応を示していないことを指摘できる。この
点は，本来収益税として設けられた地租が，都市部では現実の地価の動向に
充分対応していず．ビーアドの指摘にもある通り，大都市の土地所有者（資
本家を含む）にはきわめて有利となっていたという基本的事実を指摘してお
かねぽならない。地租は宅地租とその他の地租とに分けて課税されていた
（8）金沢史男氏は，戦間期土地税制を，（1）譲渡所得課税（土地増価税ほか），②流通課税
　　（国税の登録免許税，都道府県税の不動産取得税，大阪市の歩一税ほか），③保有課税
　　（宅地租その他の地租）に分けて検討されている（同氏「下間期における土地税制改革
　の意義と限界」『地方財政研究所所報』No．12，地方財政研究所，1987年，所収）。この場
　合，戦前の地租の性格についてはなお検討を要するものと思われる。わが国の地租は，
　元来農業に対する収益税として始まり，課税標準が地価から賃貸価格に変ってもその
　純利益を税源とする考え方は変わらなかった。そうして，地租は第1次大戦以降地主経
　営の衰退と共に絶対的にも相対的にも漸次その比重を減じていったのである。
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が，わが国では，1910（明治43）年に宅地租の修正が行われて以来，1926
（大正15）～27（昭和2）年に土地賃貸価格調査が大都市を含め全国的に実施
された。そうして，1931（昭和6）年4月から従来の地租条例が全面改正と
なり，賃貸価格を課税標準とする地租法が制定され，これにともなう地方税
制の改正が行われた。（9）しかし，なお，大都市においては，地租の課税標準
（法定地価）と実体（売買地価）との乖離はかなりみられたことが指摘され
ている。この点では，すでに大阪商科大学の藤谷謙二氏による調査，（10）柴田
徳衛氏の言及（11）をはじめ，最：近では金沢史男氏の論稿（12）でもくわしく指摘
されてきているところである。筆者もすでに，この点について第1次大戦以
降の義務教育費国庫負担金の発達との関連で論じているので本稿ではこれ以
上言及しない。（13＞
　つぎに流通課税としての不動産取得税の問題がある。もっとも流通税には
ほかに1896（明治29）年3月創設された登録税があるが，これは国税である
ので，ここでは府県税（東京市では府税付加税）としての不動産取得税につ
いてふれておきたい。地方税としての不動産取得税は，すでに明治10年代か
らみとめられた。1880（明治13）年4月8日の第16号布告，第17号布告を通
じて地方税規則（1878年）に定められた雑種税の課税が法定税目に限定して
いたこれまでの制限を解除し，法定税目のほかに「地方特別ノ課税ヲ要スル
モノ」は，府県会の決議と政府の裁可を得て特別税を課税しうるとした。
1882（明治15）年1月の布告第20号および第3号は，さらに，雑種税に対し
これまで付されていた制限を廃して税目だけを規定し，税率の定めは府県に
一任した。府県はその選択によって，地方特別税を，任意に定める税率で課税
（9）　「地方税二関スル法律中改正」昭和6年（1931）4月1日，法律第50号。
（10）藤谷謙二r我国最近の地租問題』大阪商科大学経済研究所，1932年。
（11）柴田徳衛r現代都市論』（第2版）東京大学出版会，1980年，122ページ。
（12）金沢史男，前掲論文。
（13）筆者はかつて，拙稿「教育費をめぐる地方財政調整問題」r岡山大学法経学会雑誌』第
　17巻第3・4号，1968年，にて，この問題を両税委譲論の挫折との関連で論じた。
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し得ることとなり，多くの府県で不動産取得税を課しうることとなった。（14）
不動産移転税，不動産権利移転税，不動産所有権移転税，土地権利移転税等
と呼ばれているものがこれで，（15）1888（明治21）年4月の市制町村制以来市
町村では付加税として課されることとなった。大阪市の歩一税は，大阪市税
条例（明治28年）で定められ，不動産の「移転」に課せられている。その前
身はすでに豊臣時代の帳切銀，歩一銀までさかのぼることもできるとする考
え方もみられる。（16＞1926（大正15）年の税制改革で雑種税の法定課目に編入
されたのである。（17）1940（昭和15）年の税制改革で府県独立税のうち法定普
通税となった。（1950年シャウフ．改革で廃止，1954年道府県税として復活）
　不動産取得税は，特別税の一つであるが，いま，表7で，東京市と大阪市
の1926年度予算にともなう市税比較によってみよう。東京市の特別税として
の不動産取得税は府税付加税として府税1円に対し市付加税1円の割合で徴
収している。1926年度の市税構…成比で4％を占める。一方，大阪市の歩一税
も府税の付加税で，本税60円につき1円となっている。同年度の市税構成比
10％となっており大阪市の比重が大きい。（18）
　都市計画特別税としての土地増価税は，都市計画法第8条に基づいて普通
税以外に特別に課する租税である。都市計画指定都市は6大都市を含む32市
となっている。（19）関東大震災前都市計画特別税としての土地増価税と間地税
が内務省の手によって草案されたがこの税だけが実施の方向で提案された。
この税は「土地の価格が或る期間内に自然的，社会的原因に基づいて増加し
（14）石島弘「不動産取得税におけるr不動産の取得』の意義」『甲南法学』第26巻第2・3
　号，19
（15）前掲，金沢論文参照。
（16）森下確也「歩一税の話」r大大阪』第4巻第2号，1928年2月。
（17）大正15年（1926）ll月16日勅令第339号，「地方税二関スル法律施行＝関スル件」による。
（18）この点，当時の関大阪市長をはじめとする大阪市の都市経営努力を評価できる。
（19）都市計画指定都市は6大都市のほかに，札幌，小樽，函館，堺，尼崎，長崎，新潟，
　豊橋，静岡，浜松，岐阜，仙台，金沢，岡山，広島，呉，下関，福岡，門司，小倉，若
　松（福岡），大牟田，八幡，熊本，鹿児島，富山の26市（1924年6月現在）であった。
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表7　東京市・大阪市の市税比較（1926年度予算）
東　　　　　京　　　　　市 大　　　　　阪　　　　　市
税　　額 構成比 普通市税税率 都市計画特別税税率 税　額 構成比 普通市税税率 都市計画特別税税率
国　税　付　加　税 千円 ％ 銭　厘 銭　厘 千円 ％ 銭　厘 銭　厘
地租付加税　宅　地
その他
｝耶 5．5 34　1
W0　5
｝　伽 640
P，712
4．O
撃n．6
28　0
U6　0
　　　　　125{税1円二付　　　　　220
営業税付加税 6，683 34．2 61 15 4，008 24．9 55　0
所得税付加税 3，656 18．7 17 一 2β14 14．4 14　0
鉱業税付加税 0．2 0．0 10 一 0 一 0
取引所営業税付加税 102 0．5 10 　 55 0．3 55　0
小　　　　計 11，52058．9 8，729 54．3 一
府　税　付　加　税
府税営業税付加税 1，913 9．8 205 20 262 L6 150　0
府税雑種税付加税 L262 6．5 125 25 3，495 21．7 不　　均　　率
家屋税付加税 2，760 14．1 125 25 L448 9．0 一　　　　　　　540@埋立　　　　450本税1円二付鯉
小　　　　計 5，936 30．4 5，205 32．4
特　　　別　　　税
不動産取得税 778 4．0 物件時価　　　　1 一
歩　　　一　　　税 L60310．060円二付　　1，000
戸　　　別　　　割 11 0．05建物一坪二付　　50 　
坪　　　数　　　割 56 0．3 1　　　　　　3，000二・　　一　12000
特　別　消　費　税 1，302 6．7 　のみ　　　　4．5ｻの　　　　　　55 一
電　　　柱　　　税 35 0．2 不　　均　　率
土　地　増　価　税 990 6．2 一 100円二・@　　　13，000
小　　　　計 2，091 10．7 2，142 13．3 一
合　　　　計 19，547 100 16，076 100 一
注）東京市政調査会r東京市財政統計諸表』による。
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た価格を標準として課する税」でその課税方法によって1，移転土地増価税
と2．不移転土地増価税とに分けられている。（20）この税はドイツではすでに
20世紀初頭に主要都市で採用されている。1898年ドイツ帝国の租借地膠州湾
において施行された土地増価税が最初の具体化だったとされている。（21）
　わが国の土地増価税案は，1923（大正12）年7月頃から見られている内務省
勅令案が知られこの案が修正されて，大都市で提案されたものがある。（22）大
阪市の特別税としての土地増価税案は1926年度の予算案に提案され本税100
円につき平均13円が予定されたのである。
　大阪市の平均地価は，1910（明治43）年から1920（大正9）年までの10力
年間に取引された土地について約6．！倍の地価高騰が見られたとする調査が
みられ，関市長時代に提案されたのであるが，都市地主層（資本家を含む）
の反対にあい結局実施をみなかったのであった。しかし，キャピタル・ゲイ
ン課税であり，「負担の公平」など社会政策的意味も加味したこのような税
が，この時期の大阪市政において提案され予算計上された事実は注目される
と共に検討に値しよう。この税は大阪市では，別の受益者負担制度としては
実現をみたからである。（23）
　b　家屋税課税
家屋：税は，1879（明治11）年の地方税規則により戸数割を府県税としては
じめて施行した面これに対する非難が多く，1882（明治15）年郡区部会規則
（20）東京市政調査会r土地増価税と土地未改良価格税の研究』，1924年。
（21）前掲書，1ページ及び3ページ以下。なお，神戸正雄『土地増価劇論』，法律学経済学
　r研究叢書』第10冊，京都法学会，1912年，も参照。
（22）桜井良治「大正末期の土地増価税勅令案」r経済学研究』第25号，1982年。古くは，田
　中正之「土地増価税に就て」r税』第4巻第8号，1926年8月，などにくわしい。
（23）大阪市では，この代りに，1922年都市計画事業施行地における受益者負担制度を実施
　した。これは，ビーアドなどの提案を具体化したものとして注目される。この点たとえ
　ば東京市政調査会，『都市財政に於ける特別賦課問題』ユ923年，におけるビーアドの提
　案参照。
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により区部（即ち市部）において戸数割に代えて賦課することが認められた
のが最初である。（24）以来地方税として漸次発達した。1890（明治23）年府県
制を施行した際区部と郡部とを問わず等しく戸数割に代え家屋税を賦課し得
るとした。1899（明治32）年国税に家屋税を新設する家屋税法案を衆議院に
提出したが，反対が強く，家屋税は府県税として発達した。大正期に入り，
1921（大正10）年に府県税戸数割規則が制定され，戸数割及び戸数割付加税
の制限は，府県税家屋税又は家屋税付加税あるいは市町村税家屋税はこれを
戸数二又は戸数割付加税とみなすことが規定された。以上のように，府県
（したがって市町村）において家屋：税は戸数割の代替税となり家屋税を課す
都市には戸数割の併課はみとめられないものとされたのである。したがっ
て，家屋税施行の区域は狭く，大正末期現在で全国15府県，市町村数では34
市，151町村が課税されるに至っている。（25）
　家屋税の賦課も戸数割と同じく，その府県内の各市町の直接国府県納税額
と構戸者及び独立生計者の数とを標準として市町村に家屋税額を配賦してい
る。したがって建物の坪数，構造用途，敷地の地位等により建物を幾種類か
に分けて課税していた。建物の地価又は賃貸価格を標準として課税するもの
は少なく，とくに大都市では不当に近い評価のもとで課税される場合も多
かったといえる。また，家屋税は，はじめからその家屋の実際占有者が負担し
又は転嫁を受けることを予期されている使用税ともいえるものであった。（26）
　大正末の税制改革により，家屋税は収益税としての性格をより強め，その
納税義務者は家屋の所有者で，課税標準は家屋の賃貸価格とされた。その賃
貸価格は，市町村および数市町村の区域毎に設けられた家屋税調査委員の調
査により府県知事（北海道では北海道長官）が決定することになっていた。
しかし，課税標準は各家屋負担の衡平を期するためその実際賃貸価格ではな
（24）田中広太郎r地方税制講話』良書普及会，1927年，61ページ。
（25）同上，。
（26）同上，66ページ。
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く評定賃貸価格としたので，とくに大都市などでは都市化の実際にそぐわな
いものとなった。また，課税に当って各府県間の課税標準たる賃貸価格の均
衡は考慮されていず，各道府県における課率（したがって市町村付加税率）
もまちまちとなっていたのである。（27）
　東京市の家屋税賦課の特徴をみると，第1に，付加税率が明治以降とくに
大正期にかけ急速に低下したことである。1912（大正元）年度に96％だった
ものが1913（大正2）年度に一挙に24％に変更され，1919（大正8）年度に
廃止される直前には17％に下っていた。これは，家屋所有者の要請を反映す
ると共に，後にみるような社会政策的措置でもあった。しかし，1922（大正
11）年度復活されると，230％（2．3倍）という高い付加税率が適用され，以
来2倍をこえる付加税率で推移している。
　第2に，家屋税は各道府県で画一的でなかったが，東京市内の各区部にお
いてもかなりまちまちで不均等であった。東京市では，15区で家屋税付加税
がみられたが，とくに区における徴税事務を簡素化し付加税の統一を図るた
め，1918年度限り府税営業税雑種税付加税を廃止し，また1919年度限り区に
おいて賦課する地租付加税も廃止して，これを市に移したのである。した
がって，1920（大正9）年度以降家屋税付加税のみをもって区費に充てるこ
ととしたのである。表8は，区に属する市税としての家屋税付加税の賦課の
一例を示している。表でみると，（1）各区とも本税の1円を上まわり1～3倍
の問でかなり付加税率のバラつきが見られる。（2）税額の大きい区では，都心
の麹町区：をはじめ，本郷区，京橋区，芝区，小石川区などの順で税額が大き
くなっている。なお，付加税率が本税の3倍をこえる区は，本郷区，本所
区，小石川区などである。家屋税は，一方，大阪市においても，市立小学校
幼稚園その他小学校に対する各種学校の費用を学区において負担せしめてい
るため，その財源として，各学区が府税家屋税付加税を徴収したのである。
（27）同上，64ページ。
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表8　東京市の区に属する市税（家屋税付加税）
区　別 税　　率 税　　額 区　別 税　　率 税　　額
? ? ? ?
麹　町　区 1，680 314，160麻　布　区 2，400 100，800
神　田　区 2，380 76β50赤　坂　区 2，200 57，305
日本橋区 1，000 75，500四　谷　区 2，650 74，902
京　橋　区 2，150 160，432牛　込　区 2，450 114，037
芝　　　区 1，700 145β60小石川区 3，000 128，487
本　郷　区 3，400 146，200本　所　区 3，100 105，830
下　谷　区 　2．200~　　1．100 61，089深　川　区 2，000 56，848
浅　草　区 1，650 58β85総　　　計 （平均）2．229 1，676，185
　注）出典は表7に同じ。
　第3に，上記の各区毎の不均衡に合わせて納税階層間の不均衡も著しく，
個人よりも法人が相対的に優遇されていたとみられることである。とくにこ
の点は，昭和初期の東京市の市域拡張後に顕在化した。いま，少し後の調査
になるが，東京市財務局主税課による『家屋税に関する調』によってみよ
う。市域拡張（1932年）後の1936（昭和11）年4月1日現在の東京市の家屋
税納税人員の総計，個人，法人別についてみたものが表9の通りである。納
税人員39万6384人中5円未満が30万5065人と76．9％を占める。1000円以上の
高額納税者は97人と0．02％に過ぎない。旧市と新市の割合では旧市32．9％に
対し新市67．1％と旧市は新市の％に過ぎない。とくに個人については5円未
満が99％と圧倒的に多く，1000円以上の大納税者は8％と僅かである。ま
た，新市分が32．4％，旧市分が67．6％を占めている。法人では1000円以上が
91．8％を占め旧市も53．7と過半を占めている。
　家屋税の納額別税額では，表10，図1にみる通り224万3642円の税額全体
中，5円未満の階層が64万931円と28．6％，5円以上10円未満層が17．7％と
両者合わせて46．3％四半分近くを占めるのである。1000円以上の大納税者階
層の税額は27万6025円と！2．3％を占めるに過ぎない。税額でも旧市に比べて
新市分が約2倍と多くなっている。ただ高額の納税者は旧市に過半が集中し
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??「?? 表9　家屋税納額別人員の状況（昭和11年4，月1日現在）
区　　分 5円未満 5円以上10円以上 15円以上 20円以上30円以上 50円以上100　円ﾈ　　上
200　円
ﾈ　　上
500　円
ﾈ　　上
1000　円
ﾈ　　上 計
合計二対スル
п@　　　合
人
旧　　市 88，107 24，1697，925 3，416 3，0471，912 1，077 404 212 73 78 130，420 32．9
人
新　　市 216，95832，725 8，521 3，212 2，411 1，192 615 190 84 37 19 265，964 67．1
人
計 305，06556β94 16，446 6，628 5，458 3，104 1，692 594 296 110 97 396β84 100．0
総額二対スル
п@合（％） 76．9 14．4 4．1 1．7 L4 0．8 0．4 0．1 0．1 0 0 100．0?
人
区　　分 5円未満 5円以上10円以上 15円以上 20円以上30円以上 5G円以上100　円ﾈ　　上 200　円ﾈ　　上 500　円ﾈ　　上
1000　円
ﾈ　　上 計
合計二対スル
п@　　　合
人
旧　　市 86，了35 23，259 了，416 3，134 2，691 L547 713 185 76 14 8 125，78D 32．4
人
新　　市 215，16231，990 8，123，012 2，153 974 422 95 26 7 『 261，964 67．6
人
計 301，89755，249 15，541 6，146 4；844 2，521 1，135 280 102 21 8 387，744 100．0
総計二対スル 99．0 97．1 94．4 92．7 88．8 81．267．1 47．1 34．5 19．1 8．2 97．8
割　合（％） 77．8 14．2 4．0 1．6 1．2 0．7 0．3 0．1 0 0 0 100．0
法 人
区　　分 5円未満 5円以上10円以上 15円以上20円以上3D円以上 50円以上100　円ﾈ　　上 200　円ﾈ　　上
500　円
ﾈ　　上
1000　円
ﾈ　　上 計
合計二対スル
п@　　　合
人
旧　　市 1，372 910 507 282 356 365 364 219 136 59 70 4，640 53．7
人
新　　市 1，796 735 398 200 258218 193 95 58 30 19 4，000 46．3
人
計 3，168 1，645 905 482 614 583 557 314 194 89 89 8，640 100．0
総計二対スル LO 2．9 5．6 7．3 1L2 18．8 32．9 52．9 65．5 80．9 91．8 2．2
割　合（％） 37．0 19．0 10．5 5．6 7．1 6．了 6．4 3．6 2．2 1．0 1．0 100．0
注）東京市財務局主税課r家屋税に関する調』，昭和12年（1937）5月による。原表の単位パー・ミルは％に，割合の数字は若干訂
　　正した。
???
????
総 計
表10　家屋税納額別税額の状況
区　　分 5円未満 5円以上 10円以上 15円以上20円以上 30円以上50円以上100　円ﾈ　　上
200　円
ﾈ　　上
500　円
ﾈ　　上
1000　円
ﾂ　　上 計
合計二対スル
п@合（％）
旧　　市
?@　市
@計
　　人
Q10，598
@　人S30，333
@　人U40，931
170，407
Q26，938
R97，345
97，233
P04，239
Q01，472
58，674
T5，204
P13，878
73，952
T8，389
P32，341
71，794
S5，923
P17，717
73，868
S1，388
P15，256
56，392
Q9，444
W5，836
63，681
Q5，396
W9，077
46，450
Q7，314
V3，764
241，993
R4，032
Q76，025
1，165，042
P，078，600
Q，243，642
51．9
S8．l
撃nO．0
総額二対スル
п@合（％） 28．6 17．7 9．0 5．1 5．9 5．2 5．1 3．8 4．0 3．3 12．3 100．0?
人
区　　分 5円未満 5円以上 10円以上 15円以上 20円以上30円以上 50円以上100　円ﾈ　　上
200　円
ﾈ　　上
500　円
ﾈ　　上
1000　円
ﾈ　　上 計
合計二対スル
п@合（％）
人
旧　　市 206，777 163，79291，02753，了20 65，194 57，48847，783 25，520 21，047 8，67811β 3752，389 44．3
人
新　　市 426，011 221，44699，2575L71652，143 37，591 27，735 16，253 7，890 4，609一 9 4，651 55．7
人?
632，788 385，238 190，284 105，436117，337 95，079 75，51841，773 28，937 13，287 11，3631，697 040 100．0
総計二対スル 98．7 97．0 94．4 92．6 88．7 80．865．5 48．7 32．5 18．0 4．1 75．6
割　合（％） 37．3 22．7 11．2 6．2 6．9 5．6 4．4 2．5 1．7 0．8 0．7 100．0
法 人
区　　分 5円未満 5円以上 10円以上 15円以上 20円以上 30円以上 50円以上100　円ﾈ　　上
200　円
ﾈ　　上
500　円
ﾈ　　上
1000　円
ﾈ　　上
? 合計二対スル
п@合（％）
旧　　市
c　　市
@計
　人
R，821
@人S，322
@人W，143
6，615
T，492
P2，107
6，206
S，982
P1，188
4，954
R，488
W，442
8，758
U，246
P5，004
14，306
W，332
Q2，638
26，085
P3，653
R9，738
30，872
P3，191
S4，063
42，634
P7，506
U0，140
37，772
Q2，705
U0，477
230，630
R4，032
Q64，662
412，653
P33，949
T46，602
75．5
Q4．5
P00．0
総計二対スル
п@合（％）
1．3
P．5
3．0
O．6
5．6
Q．0
7．4
P．5
11．3
Q．7
19．2
S．1
34．5
V．3
5L3
W．1
67．5
P1．0
82．0
P1．1
95．9
S8．4
24．4
P00．0
注）出典は表9に同じ♂
?）??????????????
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図1　東京市家屋税納税額の階層別分布図（旧市，新市）
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ている。個人の納税額でも10円未満の階層で7割以上を占め，1000円以上の
高額納税者の税額は0．7％を占めるに過ぎない。法人では旧市分が7割を占
めているが，納税総額に占める法人の比重は24．4％とかなり低くなってい
る。
　以上の調査でも分る通り，東京市の家屋税は，大正末期以降付加税率2倍
以上となったこと，旧市の各区内での付加税率の不均等が目立つこと，10円
未満の零細な納税者の納税人員が圧倒的な比重を占め税額でもかなりの比重
を占め大納税者の税額が相対的に小さいこと，法人の納税額が個人に比べ相
対的に低かったこと，などの特徴点がみられたのである。と・くに！932年の市
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域拡張以降新市への負担が増大したことである。
　国府県別の家屋税の不均等課税の顕在化は，1936年の広田内閣馬場蔵相に
よる税制改革案として家屋税を国税に移管し政府の手によって一様に賃貸価
格を決定する案（課率を賃貸価格の1000分の33とするなど）が提案された
が，多くの論議をみて実現を見ずに終っている。（28）1940年の税制改革におい
て戸数割の廃止とあわせ，家屋税も国に移管され，徴収の金額を道府県に還
付する還付税として地方分与税制度の一環に組み入れられた。
3　府税諸車税の市委譲問題
　東京市の課税自主権，市税の実態をめぐる以上のような状況の中で，東京
市の負担する市内の道路，橋梁その他の土木費　　都市計画事業費一の財
源に対して，府税の諸車税の三三（委）譲を申請する（さもなくば府からの
土木費補助金を申請する）問題が起っており，大正・昭和初期の東京府と東
京市（区）問の財政調整をめぐって論議をみている。（29＞
　1921年（大正10）以降府税の自動車税及び自転車税の一部を府より市へ移
譲せよとの市側からの要請が起った。1921年8月29日，当時の後藤新平東京
市長は，宇佐美勝夫東京府知事に対し都市改良費の財源に充てるため，「府
二於テ徴収シツツアル自動車税及自転車税中市内二属スル分ハ其ノ税ノ本質
ト道路管理ノ現状トニ鑑ミ府ヨリ本市二移譲セラルルヲ適当ト認」め，「大
正12年度ヨリ5年間本市二回附セラレ度旨」申請したのであった。この申請
は，以下の通りである。（30）
（28）この点，r都市問題』第23巻第1号，1936年に特集がある。
（29）以下は，東京市役所r土木費補助又ハ府税諸車税ノ市移譲二関スル参考書』昭和9年
　（1934）8月による。当時の牛塚虎太郎東京市長は，香坂昌康東京府知事に「土木費補
　助復活又ハ府税諸車税ノ市移譲：方ノ件稟請」を行った。
（30）大正10年市会議決，第130号，同上資料，9～10ページ。
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道上第一四一六号
　　大正十年八月二十九日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　　　長
　　　東京府知事宛
　　　　府税下附ノ義二付具申
東京市内路面改良ノ急務ナル今更贅言ヲ要セサル処ニシテ既二皇室二於テモ本事業ヲ助
成セラルル御趣旨ヲ以テ三百万円御下賜ノ御沙汰アリ爾来急速遂行ノ方法ヲ講シ居リ候
処先ツ第一期事業トシテ重要路線二対シ路面舗装工事ヲ施行スルノ計画ヲ立テ道路評議
会二諮問致候処今般別紙ノ通答申二接シ候而シテ本事業ノ施行二要スル経費ハ総額三千
九百五十万円ノ多キニ上リ前記御下賜金ノ外或ハ国庫補助ヲ仰キ或ハ沿道受益者負担金
ヲ徴シ又市経済ノ堪へ得ル限度ノ繰入ヲ行フモ尚不足ニシテ他二適当ナル財源ヲ求ムヘ
キ余地無之道路評議会二於テモ満場一致本工事費二対スル沿道受益者ノ負担ト同種ノ意
義ヲ有スル貴府税ノ下付ヲ受クルノ外ナキコトヲ認メテ答申候次第二有之就テハ特別ノ
御詮議ヲ以テ本市ノ道路工事ト最モ緊切ナル利害ヲ有スル自動車及自転車二対スル貴府
ノ課税中本市内二属スル分ハ大正十二年度ヨリ五年間本市二御下付相成候様格別ノ御詮
議ヲ煩シ度本件二付テハ市会ノ議決ヲ経テ申請スヘキ筋合ト存候得共差県財政計画樹立
ノ都合モ有之va　＝及具申候也
　追テ貴府財政ノ御都合モ可有之候二付特二大正十二年度以降二付及具申候次第二有之
此ノ際何分ノ御指揮ヲ得度此段併セテ追申候也（道路評議会答：申書添属）
　みられる通り，東京市内路面改良の急務なこと，本事業の施行に要する経
費総額3900万円は皇室よりの御下賜金（300万円），国庫補助，沿道受益者負
担金などによってもとうてい市経済でまかない切れないので，府税の下付を
要請するというのである。
　これにともない市議会では，同年11月30日路面改良工事を施行するため
（自大正10年度至昭和2年度）継続費3946万8000円を議決し，1923（大正
12）年度から1927（昭和2）年度に至る5年間に554万7490円を下付されたい
旨の申請を行った。（31）
　つづく，1922（大正11）年！0月6日，市議会は第3回の申請をし，後藤市
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長から宇佐美東京府知事宛「府税自動車税及自転車税下附方再申請」をなし
たのである。（32）
　以上の申請に対する宇佐美勝夫東京府知事からの後藤新平東京市長宛回答
は次の如きものだったのである。
酉庶甲第五四五七号
　　大正十一年十一月十八日
　　　　　　　　　　　　　　　　　東京府知事　　宇　佐　美　勝　夫　團
　　　東　京　市　長　殿
大正十年置月二十九日付道理第一四一六号ヲ以テ大正十二年度以降五個年間二於ケル市
部自転車税並自動車税下附方申請相成候王座ハ御要求二可応鋭意審議ヲ重ネ明年度予算
二於テモ出来得ル限りノ緊縮方針ヲ採り目下大体編成モ終り難陳共如何トモ財源払底ノ
折柄乍遺憾御要求二応シ難ク詠口御了知相成度候也
　その後，大正末期の1925（大正14）年8月25日にも，当時の中村是公東京
市長から東京府知事宛「市部府税下附ノ義二付稟請」を行った。しかし，府
からは内務部長名で同様な回答がくり返された。
　以上のように大正末期の数年間，東京市は議会の決議と要請を受けて何回
か東京府知事に申請したのであるが，府税の移譲は遂に実現しなかった。こ
れには1923（大正12）年の関東大震災にともなう府の復興財源問題に対する
内務省側からの統制も強かったとみられる。ただこれに代って昭和期に入る
と，西久保弘東京市長の申請を通じ1927（昭和2）年10月31日，平塚廣義東
京府知事から「市郡連絡上必要ニシテ急務二属スル街路，河川工事ヲ促進助
成スル為土木費補助トシテ昭和2年度二於テ差当リ百万円交付スベキ」（33）旨
の指令があった。かくて1927年度～1929年度まで同様の趣旨毎年100万円宛
（3！）同上資料，10～！1ページ。
（32）平塚廣義市長から西久保弘道東京市長宛。同上資料，19～21ページ。
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の府から市への補助金の交付が行われたのである。
　しかし，1930（昭和5）年度に至り府の経i費緊縮を理由として85万円に減
額し，1931（昭和6）年度も同額を交付したが，さらに32（昭和7）年度に
はこれを40万円に減額した。市郡併合後は補助の理由が消滅するということ
で以後補助しない方針を採ったのである。
　以上をまとめてみると表11の通りとなる。みられる通り，！927年度から
1934年度までの8年間に府税の諸車税たる自動車税，自転車税，荷積車その
他の合計額は1337万1686円であり，この府税諸車税に対する東京市の付加税
合計は1789万5767円である。これに対する府から市への土木費補助は，
1927～29年度の3年間1000万円，1930～31年度の2年間850万円，1932年度
40万円で計510万円となっている。8年間の府税諸車税の合計額1337万円に
対して府補助金は510万でにみてきた通り，市域拡張後旧市よりも新市の増
徴が著しくなっていた。東京市の都市計画財源をめぐるこういつた課税実態
の中で都制並びに特別市制の運動が東京市及び当時の6大都市を中心に大正
期から活発化するのであった。
むすびにかえて
　以上，わが国両大戦間期の都市計画財源の実態と問題点について，とくに
東京市の市税の課税実態を，土地課税，家屋税，雑種税などを中心にその特
質を検討し，また，都市計画事業街路修築・河川改修費のための土木費に対
する府税諸車税の市委譲問題→府土木費補助金交付の経緯についてもみてき
たのであった。そこでは，来日したビーアド博士の指摘がほぼ正鵠を射てい
たとみられるのであり，いま一度．彼の指摘を改めてみておこう。彼は，当
時の東京市の課税方法について，まず①東京市には科学的又は衡平と称すべ
き土地及び建造物評価がないことを指摘する。最近の土地評価は，1910年政
府に於て地主の組織する委員会を通して評価したもので，1921年の東京市全
一！06一
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表11東京府からの土木費補助と府税諸車税・市付加税諸車税との関係
府　　　　　　　　　　税 市　　　付　　　加　　　税
年　　度
府ヨリ交付ヲ受ケタル
y木費補助 自　動　車 自　転　車 荷積車その他 計 自　動　車 自　転　車 荷積車その他
?
　　1927
i昭和2）
　　　　　　　円
P，000，000
　　　　　円
U8！，519
　　　　　円
T33，443
　　　　　円
P09，103
　　　　　　　円
P，324，065
　　　　　　　円
P，022，279
　　　　　円
W00，165
　　　　　円
P63，655
　　　　　　　円
P，986，099
　　1928
i〃　3）
1，000，000741，842553，241 98，2001，393，2831，112，764829，862147，3012，089，927
　　1929
i”　4）
1，000，000806，264 459，60294，0871，359，953 1，209，397689，403 141，1322，039，932
　　1930
i’ノ5）
850，000 772，814438442　　　， 84，3781，295，634 1，159，221605，050 119，9391，884，210
　　193！
i〃　6）
850，000 667，460 437，8328，7481，184，040 1，001，191604，208 l12，759L 18，158
　　1932
i〃　7）
400，0001，036，212 1，039，8811 8，1302，264，223 1，452，873 1，285，29338 5692，976，735
　　1933
i”8）
0 1，236，761957，445185，1442，379，350 1，682，80991 ，147206β502，808，306
　　1934
i〃　9）
0 1，087，266945，811 138061　　　， 2，171，1381，322，962907，978161，4602，392，400
?
5，100，000 7，030，1385，365，697975，85113，371，6869，963，496 6，641，106 1，291，165 17，895，767
注）東京市役所r土木費補助又ハ府税諸車税ノ市移譲二関スル参考書』昭和9年8月による。
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面積2396万8092坪のうち有租地が1307万3222坪と約54．5％で残りの45。5％は
免租地でありこれには「政府，宮内省，東京市並びにその他免租団体及び個
人の所有」となっているとしている。帝国の首都東京市の特殊性から免租地
が多いことも特徴的であるが有租地の評価格も不当に低くなっているとし
た。つぎに②有租地の評価格と実価格の間に大きな差があることを指摘し
た。専門家によると不動産売買は土地の課税評価格の5倍～10倍，20倍で売
買されているというのである。なお③有租地の建物の評価格も実価格との間
に大きな差があった。その他④東京市の課税権は市域内の土地の大部分が政
府，宮内省その他免租団体及び個人の所有に係り，市の課税権の対象とならな
いなど実質上の課税権の制限を受けていることなども指摘したのである。㈹
以上の事実をふまえて彼は，次の改革案を提案している。（34）
　　第1に，東京市の土地及び家屋に対し新たな評価を行うべきこと。この
　点では，合衆国のニューヨークやクリーブランドのような最も進歩的都市
　で発達した制度が参考になるが，評価を有効に施行するために正確な区画
　地所図を作成し，東京市内全部の地所につきその場所，面積，形状及び価
　格を明らかにすること。
　　第2に，東京市歳入の主要税目は，不動産に対する単純なる直接税
　評価額により土地及び家屋に課するもの一でなくてはならないこと。
　　第3に，直接利益を受ける財産に対する特別賦課の原則を拡張して，下
　水道，地下鉄道及び隣接財産の所有者に利益を与える総ての都市改良事業
　に及ぼすべきであること。（35）
　　第4に，公用土地の収用について超過収用の権限を，市当局に与えるべ
　きこと。
（33）チャールズ・A・ビーアド，前掲書，90ページ以下参照。
（34）同上書，106～107ページ。
（35）ビーアドは，アメリカの都市計画と地主への受益者負担金の例をあげている。前掲，
　注（23）の資料参照。
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　　第5に，売薬税，鉱業税及び営業税は地方税として之を廃止すべきこ
　と，もし前述の不動産税をもって都市事業のための充分な収入をあげられ
　ない時は国税所得税付加税をもってこれを補うべきこと。
　　第6に，自動車特に貨物自動車に対する課税は，市内の交通政策上経済
　的なので軽減すべきこと。
　　第7に，劇場・飲食店等に対する租税は，全然これを廃止するか特許料
　のようなものにすること。なお，娼婦に鑑札を与えこれに課税する方法は
　止めること。
　などであった。
　ここには，両大戦問期わが国大都市とりわけ東京市の課税上の特徴と問題
点への指摘，改革方向への示唆が余すところなく示されていたというべきで
あろう。この点は，6大都市にとどまらず都市計画法指定の地方都市でも，
多かれ少なかれみとめられた点であり，次稿では地方都市の事例についてみ
ていぎだい。
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